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主な取組の概要

【主な取組】
・全課棚卸ヒアリング実施・棚卸し事業基礎資料作成（6月15日～）
・南河内広域連携研究会ワーキング開催（6回開催）
・庁内業務改革職員研修実施（3回開催）
・窓口業務等アウトソーシングPT開催（7回開催）
・南河内広域事務室ヒアリング（3回実施）
・受託事業者ヒアリング（7回実施）
・総合窓口検討のための先進地視察（守口市、神戸市、海老名市）
・広域事務検討のための他事例視察（吹田市、池田市・箕面市・豊能
町・能勢町共同処理センター）

【棚卸し対象業務】
・庁内全事務事業（約1,100業務）を対象に棚卸しを実施
・棚卸し後、各課ヒアリングにより約320業務を対象に業務改善検討
・業務改善手法で仕分実施（広域連携検討、アウトソーシングなど）
・窓口業務アウトソーシングに係る検討可能業務の抽出
（市民窓口課（33事務 ） 保険年金課（81事務） 税務課（48事務）
介護高齢課（29事務）子ども子育て課（21事務） 合計212事務）
・広域共同処理業務の検証
（広域まちづくり課（28業務） 広域福祉課（15業務））

【現行業務の現状（主要概要）】
１．窓口業務の現状

各種届,853件 証明書等発行109,180件 移動等6,305件
※市民窓口課のみ

２．広域共同処理業務の現状
（１）広域まちづくり課 計6名（市職員5名、非常勤1名）

総処理件数 234件
（２）広域福祉課 計14名（市職員9名、嘱託4名、臨時職員1名）

総処理件数 7,274件
３．民間委託導入現状

完全直営
４．人員・処理時間（住民票の写しの交付の例）
（１）人員 市民窓口課

計23名（正規13名、再任用2名、嘱託1名、アルバイト7名）
（２）処理時間 12分／１件

受付⇒審査⇒作成⇒点検⇒交付⇒手数料の受領
（集計⇒会計処理⇒台帳管理・保管の業務は含まず）

（３）住民票発行件数
48,548件

総合的庁内業務改革及び広域連携に
よる共同処理業務改革検証事業
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主な取組の概要

【ポイント】
① 庁内総合アウトソーシング：本市において、庁内業務（窓口業務や単純・定型業務）を集約してアウトソーシング
② 広域福祉課業務の一部アウトソーシング：近隣市町村と共同処理する広域福祉課業務の一部をアウトソーシング
③ 一体的アウトソーシング：広域福祉課を本市に配置し、本市の庁内業務と一体でアウトソーシング

本市取組の全体像
「広域事務と一体化したアウトソーシング」

③一体的アウトソーシング

単純・定型業務集約
（総務事務センター設置）

窓口業務改革
（総合窓口化） ①

庁
内
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合
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ウ
ト
ソ
ー
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ン
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②
広
域
福
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課
業
務
の
一
部

ア
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ト
ソ
ー
シ
ン
グ
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河
内
広
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連
携
研
究
会
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ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

富田林市

河内長野市

大阪狭山市

太子町

河南町

千早赤阪村

庁内業務改革 広域連携業務改革

人口10万人規模の団体における、住民サービス向上とコストメリットの両立

庁内職員体制の最適化 アウトソーシング対象業務の最適化

本市が目指すアウトソーシング
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現行業務の棚卸し・分析

【各課業務基礎資料の作成・活用】

■本市で実施する全ての事務事業（約１，１００業務）を対象に事務内容・予算・業務量・実施方法を調査し、必要性・効果性・効率性の
視点でヒアリングを実施

■ヒアリングにより、広域連携検討の可能な業務、アウトソーシング検討の可能な業務、集約連携することにより効率性・効果性を高め
る業務、業務手法を見直すことにより効率性・効果性を高める業務に仕分けし、約３２０の事務事業について改善を検討調整する。

■アウトソーシング、広域連携を中心に、業務改革の具体化に向け検討を進めている。その他の改善項目については、各課自ら改善を
図るもの、政策企画課が調整を図るもの、委託事業者が検証し改善手法を検討するものに仕分けし、総合的な業務改革に取り組む。

■各課自ら改善を図る項目が多数ある事から、職員の業務改革への意識向上が必要不可欠である。そのため業務改革の視点・考え
方の習得を目的とし職員研修を随時実施し、進捗状況を確認しながら着実に業務改善を実現することを目指す。

■全庁業務の効率性・効果性を高めることが、総合窓口化を含むアウトソーシング手法の導入と広域連携の強化に、より効果性を高め
る上で、有効と考えている。

全庁的事業棚卸に活用した調査票（一部）

調査票解説

・
・
・
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現行業務の棚卸し・分析

【単純・定型業務集約調査票の作成・活用】
■書類の印刷、封入封緘、各種システム入力等の単純・定型業務を網羅的に集約するため調査を実施

■季節的繁忙を把握し、最適なアウトソーシング対象業務を選定するためカレンダー方式を採用するとともに、各月の冒頭に「随時」欄を設
けた調査票を作成
■アウトソーシングの可否を判断するため専門性や権限行使の有無を項目に追加
■アウトソーシングによる経済的効果算出のため担当者を項目に追加

単純・定型業務集約に活用した調査票（一部）

調査票解説

・
・
・

随時 1 2 3 4 5 6

発生 金 土 日 月 火 水

109 窓口バックヤード業務 保険年金課（医療給付係） （子ども医療証）連合会支払事務 毎月　扶助費等の伝票起票 正職員 × × 2

110 窓口バックヤード業務 保険年金課（医療給付係） （子ども医療証）支払基金支払事務 毎月　扶助費等の伝票起票 正職員 × × 2

111 窓口バックヤード業務 保険年金課（医療給付係） （子ども医療証）資格管理　事務 届出内容確認・集計 正職員 × × 70

186 郵便・印刷・封入 総合事務局（選管） 投票用紙封入 アルバイト職員 × ×

187 郵便・印刷・封入 総合事務局（選管） 投開票事務従事者配布資料印刷製本 アルバイト職員 × ×

188 郵便・印刷・封入 総合事務局（選管） 転出者通知封入 アルバイト職員 × ×

区分項番 細項目業務名
権限行使
の有無

専門性
有無

担当者担当課
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現行業務の棚卸し・分析

【広域福祉課業務の作成・活用】
■委託可能性を検討するため、各業務を3分類
第１線：各種手続きのための申請・受付等、窓口で直接対応する業務。基本的に受託可能業務
第2線：即日交付や即時対応のため、受付後の書類点検や書類作成（受託業者）、決定等の業務（職員）
第3線：即日交付や即時対応しない窓口サービスにおける内部処理（受託業者）や審査・決定等の業務（職員）

■大阪府から移譲された事務については、大阪府から提供された事務フロー（個票）を活用して、業務棚卸表を効率的に作成

広域福祉課業務分析に活用した調査票（一部）

調査票解説

管理NO. 業務名
1-10-②③ 児童福祉施設（保育所、児童館）の設置に係る認可等（廃止等承認・変更届の受理）

工程 第1線 第2線 第3線
委託可能
な業務

処理時間
（分）

1 ◯ 120
2 ○ 30
3 ◯ 90

4 ◯ 60

5 ◯ 300
6 ○ 90
7 ○ 60

8 ○ 30

780合計処理時間

審査 申請書類に基づいて廃止あるいは変更について審査
届出受理 現地確認の報告及び届出受理の決裁

審査結果通知
・廃止の場合は、施設設置者及び所在市町村保育担当課に審査結果
（廃止等の承認）通知の発送
・変更の場合は、所在市町村保育担当課に変更内容の情報提供

書類確認 提出された届出書類等の内容確認

内容修正・追
加依頼

内容に誤りや疑義がある場合は、施設へ連絡し、修正や追加資料等の
依頼、確認

現地確認 現地確認が必要な変更の場合は、施設の現地確認、報告書作成

流れ 内容

事前相談 廃止・変更等がある場合の相談

廃止等・変更 廃止等の承認、変更届の申請受付
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新しい業務フローの検討結果

窓口業務対象５課の業務を構成する各事務フロー

個々の事務フローを分析し、最適なアウトソーシン
グ・総合窓口の枠組みを決定

棚卸結果：現行業務フロー図（一部）
（総合窓口・アウトソーシング）

住民票等発行 ※ 1類 2類 3類 4類 5類 6類 7類

工程
窓口
ｶｳﾝﾀｰ

窓口
後方

窓口
ﾁｪｯｸ

ﾊﾞｯﾁ
処理
実施

ﾊﾞｯﾁ
処理
ﾁｪｯｸ

内部
事務
実施

内部
事務
ﾁｪｯｸ

委託
希望

時間
（分）

担当者
工程の発生頻度

（処理時間に乗じる数）

1 ○ ○ 2 職 毎回（件数を乗じます）

2 ○ ○ 2 職・ア 毎回（件数を乗じます）

3 ○ ○ 2 職・ア 毎回（件数を乗じます）

4 ○ 2 職 毎回（件数を乗じます）

5 ○ ○ 2 職・ア 毎回（件数を乗じます）

6 ○ ○ 2 職・ア 毎回（件数を乗じます）

7 ○ ○ 15 職
1日1回（月20日×12＝
240を乗じます）

8 ○ 15 職
1日1回（月20日×12＝
240を乗じます）

9 ○ ○ 5 職
1日1回（月20日×12＝
240を乗じます）

内容

・申請書の記載内容確認
・来庁者の本人確認

・請求書の記載内容と住民票データの照合

・証明書の作成

・作成された証明書の点検

流れ

受付

審査

作成

点検

交付

・現金払込書の作成
・手数料の納入

・各申請書を保管

・来庁者の確認
・証明書の交付

・手数料の受領

・交付件数の集計
・日計表の作成

受領

集計

会計処理

台帳管理・保管

総
合
窓
口

【業務の分解と事務フローの作成】

【事務フローを活用した検討】

業務フロー図解説
（総合窓口・アウトソーシング）

①対象５課の業務を手続き・事務毎に分解
②個々の事務フローを把握
③第１類（窓口）から第７類（内部事務）に区分
④委託可能作業・委託不可作業に区分
⑤個々の作業の処理時間を把握
⑥個々の事務の月単位処理件数を把握

※窓口業務アウトソーシングを検討する５課の２
６５事務ごとにシート作成

■総合窓口で束ねることが可能な業務を把握
■アウトソーシングが可能な業務を把握
■スケールメリットを生かした最適な総合窓口化
とアウトソーシング手法を決定

①各事務の第１～２類手続きの集約可能性検証
②アウトソーシング枠組み検証
③総合窓口の枠組みと業務フローの検証
④職員配置計画の検討
⑤費用対効果の検証

第１類 第２類 第３類

受付

相談

端末入力
・紙出力

交付

決裁

日計 決裁

第４類 第５類

納付書送付 決裁

第６類 第７類 6



庁内アウトソーシングの検討結果

庁内総合アウトソーシングの全体像

■窓口5課（市民窓口課、税務課、子ども子育て課、介護保険課、年金福祉課）における業務改革の検討結果として、市民総合窓口と福
祉総合窓口を設置
■窓口5課を含む全庁で実施している単純・定型業務を集約し、総務事務センターを設置
■スケールメリットを享受するため、市民総合窓口及び福祉総合窓口と総務事務センターを一括してアウトソーシング

全体像解説
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広域連携自治体での業務見直し（河内長野市提案）

広域福祉課業務の一体的なアウトソーシング

広域事務処理の課題と解決策

●広域事務のアウトソーシング

【専門性をも持つ人員の確保が困難】

・福祉の専門的知見をもつ職員の配置が必要だが、各
団体の人事ローテーションが早く広域処理業務に関す
る専門性の承継が困難となっている。
【広域事務室への人員配置の負担が大きい】

・各市町村にとって職員配置の負担が最も大きい負担と
なっている。
【繁忙期に応じた人員配置が困難】

・時期によって業務量が凹凸する広域処理部門は、小
規模体制であることから業務量に応じた合理的な人員
配置が困難である。

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

に
よ
る
課
題
解
決

【広域事事務のアウト
ソーシング】

・アウトソーシング可能
な業務量が小さいこと
から受託事業者の確保
が困難で、かつコストメ
リットを見出すことがで
きない。

【河内長野市総合アウ
トソーシングと一体で、
広域事務の一部をアウ
トソーシング】

・一定の業務量が確保
でき受託業者へアウト
ソーシングが可能となり、
コストメリットも出てくる。

●広域事務処理の課題/人的資源の確保 ●一体的なアウトソーシング

効果
UP
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広域連携自治体での業務見直し（河内長野市提案）

広域事務処理事務におけるアウトソーシング可能業務検証

現状業務

新規業務
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広域連携自治体での業務見直し（河内長野市提案）

広域事務処理事務におけるアウトソーシング可能業務（全体）

現状 絃処理人数 アウトソーシング
可能業務処理時間

アウトソーシング人数

現状処理事務 14,112時間 7.8人 3773時間 2.1人

新規実施業務 750時間 0.4人 122時間 0.1人

合計 14,862時間 8.2人 3895』時間 2.2人

7.8

5.7

0.4

0.3

8.2

6.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

委託前 委託後

(人）

現状業務 新規追加業務

14,112

10,339

750

628

14,862

10,967

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

委託前 委託後

(時間）

現状業務 新規追加業務

△3,895時間
△2.2人分

アウトソーシングが可能な業務の処理
時間が3,895時間となり2.2分に相当

業務委託によるアウトソーシングはコス
トメリットが見込めない

単独でのアウトソーシング不可
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広域連携自治体での業務見直し（河内長野市提案）

広域福祉課業務の一体的なアウトソーシング

広域事務処理事務における
河内長野市の効果

場所の提供、幹事市としての役割負担等が生じるが、広域
共同処理事務を市役所内で実施することの下記メリットも生じ
る。

■同じ庁舎内で事務処理することによる、障害者手帳等の交
付に係る時間の短縮が見込める。

広域事務処理事務における
全体の効果

■幹事市の負担の分散
■各市町村からの職員配置負担の抑制（職員2名分）
■継続的な執務室の確保

■河内長野市の総合アウトソーシングを一体にすることに
よる業務の繁閑に合わせた流動的な人員配置が可能とな
り、さらなるメリットが期待できる。

【市役所】 【広域事務室】

相談
申請書受付

送付

申請書受取

審査

手帳作成

手帳送付手帳受取

手帳交付

【市役所】

【広域事務室】

相談
申請書受付

送付

申請書受取

審査

手帳作成

手帳送付手帳受取

手帳交付

時
短

OS業務フォロー可

アウトソーシング
業務を示す

OS業務フォロー不可

広域福祉課業務でアウトソーシング可能な業務の内ウエイトの高い障害者手帳交付業務のフローの変更から見た効果

■アウトソーシング
及び市職員フォ
ロー体制の創出

■河内長野市の手
続き時間短縮

■広域共同処理の
継続性の向上時

短

市職員による
フォロー可
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【アウトソーシングする業務をできるだけ集約する】
・業務を個別にアウトソーシングする場合、対象業務のボリュー
ムが小さいため、そもそも受託事業者の確保が困難なケースも
想定される。また、業務を集約することにより、各業務の繁閑に
応じた柔軟な人員配置が可能となりアウトソーシングのメリットを
享受することが可能となる。そのため、アウトソーシングする業務
をできるだけ集約することが必要である。

【同種業務をまとめてアウトソーシングする】
・業務を所管する部署ごとにアウトソーシングする場合、契約手
続きの重複や受託事業者が配置する管理責任者の増加などに
より非効率となる。また、所管課を基準とした業務提供は、手続き
のための移動や各手続きに要する時間が長くなるなどの不便を
市民にもたらすことになる。そのため、同種業務は所管課にとら
われることなくまとめてアウトソーシングすることが望ましい。

【一体的にアウトソーシングする】
・アウトソーシングのメリットを最大限享受するため、上記でとりま
とめた業務を一体的にアウトソーシングすることが重要である。

【業務を最適化する】
・アウトソーシングする業務のフローを最適化することにより、ア
ウトソーシングのメリットをより享受することが可能となる。

また、アウトソーシングはあくまでも業務最適化の一手段に過ぎ
ないため、アウトソーシングしない業務（検認行為の体制など）の
最適化を検討することも重要である。

歳出削減等の効果把握手法／取組のモデル化に向けた課題

取組結果のモデル化に向けた課題

【歳出削減の効果】

○委託対象業務の職員人件費
対象業務における推計処理時間×人件費単価
※人件費単価：正職員、嘱託職員、アルバイト職員ごとに算出

○アウトソーシングに要する費用
複数の受託事業者に見積依頼

【歳出削減以外の効果】

 幹事市の業務と一体化することにより、小規模な広域連携業
務についてもアウトソーシングによるメリットを享受できる。

 住民票発行手数料等に関する券売機導入や窓口での現金収
受見直しにより、現金取扱いにより生じるリスクを軽減できる。

歳出削減等の効果把握手法

歳出削減効果

委託対象業務の
職員人件費

アウトソーシング
に要する費用

時間 人件費合計

庁内総合OS 90,862時間 311,991,174円

広域福祉OS 3,895時間 16,834,190円

合計 94,757時間 328,825,364円

アウトソーシング費用 298,860,000円

歳出削減効果 29,965,364円
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